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1企業の社会的責任に関する若干の考察
小　林　俊　治
　今日，企業の杜会的責任に関しては，さまざまな議論がなされている。例え
ば，M・フリードマン（Friedman）は，株主のために極大利潤を獲得すること
が経営者の責任であるとする。ωまた，かれは，r企業の役員たちが，かれらの
株主のためにできるだけ多くの金を獲得する以外の杜会的責任を引きうけるほ
ゼわれわれの自由杜会の最も基本的な部分を完全に弱めるものはぼとんどな
い」と述べている。また，。T・レビット（Levitt）は極大利潤を追求する企業
エゴイズム（corporate　egOism）を容認し，その利潤追求のために企業は杜会
的責務をはたさざるをえないであろう一という。一2ヨ
　他方において，企業の杜会的責任を強く意識している学者や企業も多い。ア
メリカでは，すでに機関投資家（inStitutiOnal　inVeStOr）のなかにも自分たちの
杜会的責任を自覚しているものも出現している。一般に，機関投資家が杜会的
責任に関心をもつ理由は，かれらの投資収益（株式配当など）が，被投資企業
の業績に依存しているかぎり，その被投資企業が今日の企業環境の変化に適応
しているかどうか監視しなければならないからである。そして，今日の企業環
境が，New　LeftやR・ネーダー（Nader）などの反公害運動や消費着運動
のさなかにあって，企業の杜会的責任を要求Lていることは明らかである。上
述の機関投資家の杜会的責任の自覚は，どちらかというと，経済的理由に基づ
くものであ乱他方，機関投資家がある企業の株主になることにより，その企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　2
業の所有者の一メソバーとして，企業が非合法的行為や非倫理的行為をなさな
いように監視することもある。肋∫伽8s　W励の1974年1月19日号によれば，
例えぱBank　of　America，First　National　City　Bank，Morgan　Guaranty
Trust，Northwestem　National　Bmk　of　Minneapolis，Pmdentia1Insurance，
Travelers　Insuranceなどの機関投資家が企業の杜会的責任を意識した行動を
とっている。また，同誌によれば，Teachers　Insurance＆Amuity　Assn．
（丁岨A）が杜会的責任を自覚した機関投資家のパイオニアであり，3年前から
そうした杜会的責任を意識した意思決定をなしてきた。去年は，TIAAは，そ
の子会杜と共同で，Cate叩i11ar　Tractor，Genera1E1ectricおよびIBMがそ
れらの南アフリカでの雇用行動を公開せよというある株主の提案を支持した。
そして，同誌は，あるトヅプ・マネジメントの一員が指摘した9つの間題領域
を明らかにしている。すなわち，デスクロジャー，政治献金および慈善献金，
公正な雇用，従業員の安全，投資力の制限（・estdCtiOns　On　investment　pow㈱），
環境，軍との契約，取締役の資格，株主の投票手続，および約款の変更の9つ
である。勿論，これらの9つの問題領域のみが企業の杜会的責任のすべてでぱ
ないが，少なくともこれらの間題領域が，1960年代まではそれほど重視されて
こなかった側面であることは確かであろう。
　わが国でも，ここ数年来，企業の環境破壊あるいは公害などにより，企業の
杜会的責任を追求する声が高まってきている。最近では，東南アジアをはじめ
とする世界各国での進出先において，日系企業の行動を批判する気運が高まっ
てきている。また，一部の企業が過剰流動性や「石滴危機」を利用して買占め
や売り惜しみをなし，衆議院の予算委員会へ参考人として，出席を求められた
ことは記憶に新しい。このような異例な状況の出現によって，経済同友会は，
r杜会と企業の相互信頼の確立を求めて」（昭和48年3月16日）という提言をな
Lた。そのなかで，「企業責任遂行への具体的方策の展開」として，次のこと
をあげている。すなわち，1、営業報告書の刷新Z企業外部との対話の“場”
　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
の設定　3．杜会的責任費用吸収へのコスト情報の整備4．技術点検体制の整備
5．“働きがい”ある職場づくりと余暇時聞の増加　6一業界団体の機能の強化
一である。これら6つの具体的方策のうち3のr杜会的責任費用吸収へのコ
スト情報の整備」という項目が注目されよう。これは，例えば公害防止のため
の設備投資や商品の安全性確保のための研究開発費などを杜会的責任費用と規
定し，それらの任務を遂行する必要費用を明確化し，その費用をr吸収しつつ，
企業体質を強化する最も効率的な方法を意思決定しうるようなコスト情報の整
備が必要である。」ということである。
　また，関西経済同友会の「新しい企業のあり方とその実践をめざして一告
発の時代からルールづくりの時代へ　　」（昭和48年10月2目）という提言に
おいては，次のことが杜会的責任遂行の具体的方策として指摘されている。す
なわち，1．企業の総合評価制度の確立　2．企業の杜会活動促進機構の設立　3．
杜会との対話を促す“窓口”の設置　4・公害防止技術の開発と公開の促進一
である。この提言では，企業の杜会的責任はr企業の利益と公共の利益を調和
させること」と定義されている。またr企業の杜会的責任とは公共の利益と企
業の利益の調和を図ることであり，企業の利潤追求が杜会的責任費用を負担し
たうえで行なわれるかぎり，杜会の要請と決して対立するものでなく，むしろ
軌を一にするものである。したがって企業経営老は，杜会的責任費用を正当に
負担したうえに，さらに利潤の確傑に努力しなければたらない使命と宿命を負
うものである」とも提言している。この関西経済同友会の提唱のうち，とくに
注目されるのは，「企業の総合評価制度の確立」の項であろう。そこでは，こ
れまでは，企業の「利潤を中心とLた」経済的側面の行動に関する評価システ
ムのみが確立されていたが，企業の杜会的貢献などに関する表示システムが未
開発であるゆえに，その両者をあわせて表示できる総合評価制度の確立が必要
である，と指摘されている。
　上述のごとき経済同友会や関西経済同友会の提喝によっでも明らか凌ように，
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現代の企業は，少なくとも目本とアメリカ合衆国においては，その目標と戦略
に関して，岐路に立っているといっても過言ではないであろう。そこで，小稿
は，企業の杜会的責任とは何かに関して考察をなし，あわせて現代企業の行動
原理に論及する。また，結論の部分で，「企業の杜会的責任」を研究する上で
の方法論的考察も若干なしてみる。
注（1）Mi1ton　Friedman，C助伽”舳α”〃ω∂o刎，Uni7ersity　of　Chicago　Press，1963，
　　p－133。また　T〃物ゐ10号に掲載された「企業と杜会（皿）フリードマソ教授に聞
　　く」（ジョン・マックローリー，木下速夫訳）も参照した。
　（2）　Theodore　Levitt，“The　Da1ユgers　of　social　Responsibi！ity”Hα〃α〃B〃血榊5s
　　Rω杉〃，Sept．一0ct1958．
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　企業の杜会的責任を問題にする場合，よく用いられるアブローチは，当該企
業をとりまく利害者集団（interest　gmps）の側面からのものである。一般に，
所有と経営が分離した企業の，あるいは日本，アメリカ，ドイツのような多元
的杜会におげる企業の利害老集団といえぼ，株主，従業員，政府，消費老，一
般市民（public），労働組合，購買先，債権者などがあげられよう。そして，経
営幹部がそれらの利害者集団のプレッシャーを受けつつ意思決定をなしていく
株主（S）
　　　　　　　　事5
　　　　　　　　営者（M）
従業貝　　　　　　6
（W） 消費者
（C）
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と想定されている。
　M・スター（Starr）は，これら利害老集団を株主，従業員，および消費者に
整理して前頁のような図を作成している。ω
　lMl・スター叶こよれば，経営者は，株主，消費者および従業員を企業に結びつ
ける車軸である。1のラインは，経営者と株主とを結びつけるもので，主とし
て財務管理の問題である。株主は，資本を投下し，経営を専門経営者に委任す
る。それに対して，専門経営者は，株主に定期的に業績を報告し，配当をな
し，株価の成長をはかるなどの義務を負う。また2のライソは，通常，産業関
係（industrial・elatiOns）や人事管理の部分にあたる。モチベイシ目ン，リー
ダーシップ，ロイヤルティ，賃金，生産性などがこの分野で間題になる。3の
ラインは，消費者と経営者を結ぶもので，マーケティング管理の側面である。
そこには，価格設定，広告，物的流通などがふくまれる。そして，4，5，6，
のラインは，それら三者が相互に関係をもっていることを示している。M・ス
ターは，さらに，それぞれの役割のコソビネイションを示している。すたわ
ち，
　　　　　　　M　　MS　　MSW　　MSWC
　　　　　　　S　　　MW　　　M　S　C
　　　　　　　W　　　MC　　　MWC
　　　　　　　C　　　SW　　　SWC
　　　　　　　　　　　S　C
　　　　　　　　　　WC
である。最初のコラムのM，S，W，Cは，経営者が，経営老だけの役割をも
ち，他のSやWの役割と粕互関係をもたない場合である。第2のコラムではM
S（経営者と株主）やSW（株主と従業員）の役割関連があり，第3のコラム
では，MSW（経営者一株主一従業員）の役割関連がある。またMSWC（経
営著一株主一従業員一消費老）の役割関違もある。そして，M・スターによれ
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ば，経営者はSWCと直接の関係をもち，またSW，WC，SCとの関係によ
っても経営成果の響影をうげる。つまり，経営者の行動は，これらのトライァ
ソグルの中心にあって，すべてに影響を与え，遡こまたすべてのコソポネソト
によっても影響されるのである。
　また，M・スターは，前述のような利害関係の説明とLて，二つの成分のベ
クトル的解決法を示している。下図がそれである。
　もし上向を手持現金の増加とし，下向をそれの減少とし，あるいはまた，左
への方向をプロダクト・ライソの種類を減ずること，そして右の方向をその増
加とするならぼ，0CがそれぞれAとBの妥協のベクトルを示している。②
　こうした企業をめぐる利害老集団や企業の目標衝突の図式的解法は，現実の
複雑性を捨象してはじめて可能であろう。しかし，企業の経営者は，かれの意
思決定状況がどれほど錯綜していても，終局において，意思決定をなさざる
をえない。C・I・バーナード（Bamard）は，「決定しないという決定」も重
要であると指摘しているが，決定の問題は，決して回避できないのである。
M・スターは，その手掛りとして，パレート最適（Paretian　Optima1ity，ParetO
optimum）の概念を用いる。⑧
　次頁の図では，aとbの間では，Person1のベネフィットが減少するし，
CよりさきはPersOn2のベネフィットが減少する。そこで，Oからaの問の
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P航so血1
P町so而2
　　　　　　　O　　　　　　　　　a　　b　o　　政策のスペクトラム
政策とbからcの間の政策が選択可能となる。M・スターは，Person1，2，
3，……をそれぞれマネジャー，従業員，消費者……などと見たして，各メソ
バーのコソセソサスをうるポリシーの選択を主張している。そして，M・スタ
ーも述べているように，手段一目的のチェーンの最終的ゴールにおいては，利
害関係者のそれぞれの目的が一致する頓向にある。例えば，前述の関西経済同
友会の杜会的責任の定義すなわちr企業の利益と公共の利益を調和させるこ
と」に対する異論は少ないであろう。また同会のr直接企業に原因する公害の
防止，地域杜会との共存共栄，従業員の福祉向上などの杜会的責任費用は，企
業の経済的活動に必要な費用と同じように，法的規制などによって強制される
までもなく，企業が自主的に負担すべきものである」という提言にも賛同する
人が多いであろう。それゆえ問題は，「最終目的」にあるのではなく，その途
中の手段選択にあるといえよう。そLて，M・スターは，「かくLて，そこに，
経営老により大きな観点から思考するよう奨励する理由がある。そして，われ
われは，童た，科学的方法の進歩によって，経営著が，より長期的な手段一目
的チェーンと敢組める能力をかなりもてるようになったことを指摘する。」‘4〕と
述べている。
　上述のような目的一手段チヱーソの拡犬は，これまでの意思決定理論の弱点
を明らかにするであろう。すたわち，H・A・サイモソ（SimOn）などのいう
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r満足基準（SatiSfaCtO町CdtedOn）」などに疑問が投げかけられるのである。
例えば，C・W・チャーチマン（Ch肚ch血an）は，次のように述べている。r私は，
今目の意思決定行為に生じている弊害のひとつは，“満足する”とか“制約さ
れた合理性”（bomded　rati㎝a肚y）というものがシステム・デザイソのなかで
充分注意されていないということであると考えている。」㈲そして，C・W・チ
ャーチマソは，合理的な精神にとっては，“制約された合理性”という概念は，
まったくばかげたことであると指摘する。何故なら，理性がどこで制約される
かを理性的に認識できるならば，その理性の葡約をこえるよう努力できるから
である。C・W・チャーチマンは，そこで，システム・デザイソと倫理の問題
においては，実行可能なもの（the　feasib1e）と合理的なものとの対立，プラク
ティカルなものとラショナルなものとの対立，戦闘精神と制約されざる知性と
の対立，が存在していることを指摘する。
　要するにC・W・チャーチマソは，部分的合理性の思考を批判しているので
ある。生産部門だげに通用する合理性は，企業の外都環境を無視Lがちであ
り，地域住民の福祉を考慮しないことになりかねない。このことは，企業が地
球全体というトータル・システムのひとつのサブ・システムにすぎないとして
も，その行動がより高次のシステムヘもたらす影響を充分考慮しなければなら
ないことを示唆している。
　上述のように，企業の行動を企業内部のみならず，企業外部の観点をも考慮
して意思決定をなすことは，現代企業の必須条件である。意思決定老は，企業
外部の価値観の変化を充分計算に入れる必要がある。企業が外部環境の変化を
いかに感知するかという問題は，すでに，orgajlizatiOnal　scamingの技法に
よって解決への糸口がつかまれている。そこで，ここでは，M・マジス（Ma・is）
とR・グリーソ（Green）に依拠して，企業の外部環境からの情報の企業内で
のフローをみてみよう。M・マジスとR・グリーンは，企業と外部環境（反公
害運動や消費者運動の激化など）との関係を扱う部門をrソシァル・アプェア
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一部（departm㎝t　ofs㏄ia工a施辻s）」と規定し，企業内における杜会関連僑報の
フローを下図のように規定している。㈹
企業における社会関違情報のフロー
エグゼクテイブ
プランニング 社長
　、　　　一コニアイー
副社長 副社長 副社長付スタッフ
助言関係
ライン・マネジメント
事業部事業部事業部A B C ソシアル・ 他のスタッフ活動志向的関係 アフェアー部 1
■　　’・，　一 ・　　・　一一一 一一　　’　．　　一　　一　’　一一　■一’　　一　一 ’　一　一 一
＝
スタッ 　　　　　　　　　　I’一一■‘．一一‘一■一一一一一■■’一一’‘一’一一
＝
■　・　　一　　■ 一一■一一一 ■‘．一一’一1一一一・』
フ集団
知識関係
又タ 又夕 スタ
ツ7 ツ7 ツフ
　上図には，三つの犬きな「関係」が存在している。すたわち上から，第1ブ
ロックのr助言関係（A舳s岬Relati㎝ship）」，第2ブロックのr活動志向的
関係（ActiOn－Ori・nted　Relatio皿ship）」，第3ブロックのr知識関係（KnowIedge
Relati㎝ship）」である。r助言関係」においては，企業幹部によって構成される
プラニング・コミッテ4一に対して，ソシアル・アフェアー部は，杜会に関係
する企業の目的や目標をリコメンドする。また，同部は，企業行動の杜会的繕
果の評価，杜会関連事項に関する情報，および企業の杜会への貢献などについ
て，経営幹部に報告する。
　r活動志向的関係」においては，ソシアル・アフェアー部は企業の第一線に
あるライ：■集団に対して，杜会関連事項に関する清報の提供，社会監査，企業の
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杜会的目標形成のための情報提供，企業活動の杜会的側面をモニタリソグする
ブログラム（消費老による監視会議，エコロジカル・テスティソグ（eCOl09iCal
teSti㎎），公害のコソトロール，住民参加）作成を助けること，などのサービ
スを提供する。そして，ライソ集団は，ソシアル・アフェアー部に各プログラ
ムを通知し，杜会への貢献プランを報告する。「知識関係」においては，ソシ
アル・アフェアー部は，スタッフ・グループに対して，杜会関連事項に関する
情報を提供し，望ましい杜会活動に関してスタッフ集団にアドバイスを与える。
また，逆に，スタッフ集団は，ソシアル・アフェアー部に対して，杜会関連事
項に影響を与えるであろうスタッフの努力を同部に知らせること，杜会的意味
をもつかもしれない清報を与えること，そして特殊なプロジェクト（マーケッ
ト・リサーチ，ファイナンシャル・アナリシス等々）の成果を同部に報告する
こと，などのインプットをなす。｛7j
　要するに，M・マジスとR・グリーソは，ソシアル・アフェアー部を中心に，
杜会に対して全杜的に開放的なシステムとしての企業を構想している。また，
この構想は，企業の杜会的責任を各利害関係者の利害調整という消極的なもの
とみなさず，コミュニティーの一員としての企業が積極的にはたすべき杜会的
役割を明らかにしている。企業のソシアル・アフェアー部は，外部環境からデ
ータを収集し，そこから情報を生産する。その清報は，均質化されており，経
営幹部にも，ライ＝■にもスタッフにも分配される。経営幹部は，それらの情報
を消費し，企業の目的と杜会の要求とがCCngmentする戦略を立てる。その
場合，ソシアル・アフェアー部は，上述のように，単なる利害調整機能以上の
役割をはたすのである。
　企業内部こおげる杜会関連情報の流れは，きわめて重要であり，わが国の企
業も最近は，広報室や消費者課などを設置するようになっている。しかし，企
業韓部のマネジメソト・フィロソフィーが明確でないため，つまり，タテマニ
とホソネの乖離が日常的たことであるため，広報室や消費者課などのスタヅフ
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は，一体どのような清報を生産すべきか判然としていない傾向にある。また，
企業が地域住民との対話の窓口をつくっても，そこで得られたデータなり情報
なりがトップ・マネジメソトにできるだげ正確にトラソスミットされるM　I　S
やMD　Sが必要である。その点，M・マジスとR・グリーンのソシアル・アフ
ェアー部の構想は，杜会関連情報の企業内流通を円滑にするものといえよう。
注（ユ）MatinK－Starr，〃刎昭舳肋たλ刎od舳α助70αcゐ，HarcourtBraceJovanovich，
　　1971，p．9．
　（2）　Ibid一，p．11．
　（3）　Ibid”p■12・
　（4）　Ibid一，p．12．
　（5）C．W．Churchman，The　Ethics　o｛Large・scale　Systems（C．E．Gilliland，JR．
　　ed。，地α∂伽g∫加肋曲棚地∫力o地曲肋ツ，D．H．Mark　Publishing　Company）．
　（6）Michae1Mazis　and　Robert　Green，“Implementing　Social　Responsibility”，
　　”Sσ肋血㈱∫τ0枇島Winter1971．
　（7）　工bid。
　企業の杜会的責任を考える場合，企業の利潤をいかにとり扱うかという問題
が重要である。とくに，現今のようにr利潤」に対する杜会一般の関心が高ま
っているときには，企業の利潤追求が聞題となる。また，利潤（利益）という
概念もきわめて駿味模糊としており，定義Lがたいものとなっている。例え
ば，今回のr便乗値上げ」によって獲得された利潤は，退職給与引当金，貸倒
引当金などの各種引当金に法定額ぎりぎりまで積立てて貸借対照表や損益計算
書に記載される利益額がかならずしも当該企業の正確な利益額ではありえない
ケースがあった。しかしながら，杜会一般の人々が企業行動に関心をもつにつ
れて，大部分の企業は，単純な利潤極大化行動をとれなくなってきている。
J・ビトリングマイヤー（Bidlingmaier）は，r……たえず非常に大きい利益と
いうのは，しぼしば不利な遠隔作用　（Femwirku㎎）をもつ。すたわちそれは，
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労働老の賃金アップ，利益配分・経営参加に対する要求をひきおこL，また潜
在的な競争老を市場へ侵入させたり，企業に対抗する買手間の連合を促Lたり，
さらには，政党が国有化・新租税の導入・トッブ・マネジメソトのレベルでの
労働者や他の職位の共同決定の要求に口出しするきっかげをつくったりする。
引用したような状況が企業経営において注目されているかぎり，隈定された利
益獲得の原理，利益極小化の原理，さらに損失甘受の原理による意思決定が，
経済的にもよいのである」ωと指摘している。
　企業の意思決定状況が上に引用した状況と似ている場合には，企業は，利益
極大化老として行動するよりも，メタ経済的な目標を選択せざるをえなくな
る。そしてまた，J・ピトリソグマイヤーが指摘するように，「『目的』は，も
はや『方法』を厳密に規定せず，むしろ，『方法』がr目的』と並んで，独立
の意思決定複合体としてあらわれる」②のである。企業の目標と同じように，
目標達成の方法も企業の外部環境の変化に応じて再検討されねぱたらないので
ある。
　R・C・エドワーズ（Edwards）とその共同研究者たちは，資本主義経済体
制下の企業の利潤と労働者の労働の質（quality　of　wOrk）とをトレード・オフ
の関係としてとらえて，下図を作成している。値〕
利潤
労働の質
ただL
　　UC：資本家の選好
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　　UW：労働老の選好
　　　P：資本家の均衡
　　　Q：労働者の均衡
　前頁の図においては，資本家の選好は，利潤の追求だけにあり，労働著は，
できるだけ有意義な職務を希望し，疎外から解放されたいという選好をなす。
両者に共通する均衡は，両老の力関係によって決定されよう。また，生産可能
曲線をつかって，企業の杜会的責任と企業の禾リ潤との関係をあらわしてみよう。
（L　Johnson，肋5燃∫初C0物妙0他η∫0δ的，凧”舳0舳，1970年，参照。）
利潤 A
P・　P。　杜会的責任
　もし，利潤と杜会的責任とが二者択一的な状況にあり，企業の資源がコソス
タソトとするならば，決定点がAからBへと下向しているのが現今の日本の企
業の一般的状態といえよう。重た生産諸要素の供給量が増加しそれらの質も改
良されるならば，P。からP。へとフロンティアーが移動することも可能である。
　このように，企業の利潤獲得活動が，企業構成員の福祉や地域住民の福祉と
の比較において，評価されるようになると，すでに利潤というものが企業存続
の必要条件であるが，充分条件とはいえなくなってきているのである。そして，
どの位の利潤が「適正」であるのかという間題が生じてくる。これは，どの位
の賃金が「公正」であるかという聞題と同じように，主観的判断を要求する問
題である。そこで，例えば，J・ビトリソグマイヤーは，r適正利益」とかr満
足利益」という概念を用いず，「隈定された利益獲得」という概念を用いる。一4，
また，1939年のP・L・ホール（Ha1l）とC・J・ヒッチ（Hitch）のオクスフ
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オード経済調査の発表により，企業の価格設定には，限界原理よりもフル・コ
スト原理（full　cost　principIe，VOllkOstenphzip）が採用される場合があるという
ことが実証されている。このフル・コスト原理においては，価格は，一単位あ
たりの生産物の主要可変費用に固定費用と利潤のためのコソベソショナルなマ
ーク・アッブ率を加えたものである。㈲フル・コスト原理は，寡占的市場の場
合によくあてはまるが，現代企業全体についても，限界原理による利潤極大化
行動という説明よりも，このフル・コスト原理のほうが説明価値をもつといえ
よう。さらにまた，W・J・ポーモル（Bauml）の売上高極大化仮謝こおいて
は，寡占企業の行動は，必要最小限度の利潤が達成されると，売上高の極犬を
志向するとされる。すなわち，r最小利益という制約をうけた売上高の極大
化」〔6〕というテーゼが寡占企業の行動目標となりうるのである。
　以上のごとき企業の利潤限定的行動は，しかし，長期的にみれぱ，結局のと
ころ企業に極大的利潤をもたらすものであるといえよう。
注（1）工Bidlingmaier，σ〃伽榊ゐ舳焔〃〃”吻勿榊励〃〃飲〃θg｛吻，Dr．Th，Gabler，
　　1964，鈴木英寿・二神恭一・小林俊治訳「企業の目標と戦略」丸善，1971年，PP．138
　　－139．
　（2）同上訳書p．140．
　（3）Richard　Edwards　andArthurMacEwan，“A　RadicalApproach　to　Ecommics”，
　　ノユ肋召7あα挽　1；co閉o刎北　1～2砂｛3〃，P”力275　α〃　1P7062θ∂ξ〃9s，　1970。
　（4）同上訳書p．107一
　（5）αL　Nordquist，“The　Breakup　of　the　Maximization　PrincipIe・，肋α物吻
　　1～2田ξ召ωぴ1；oo椛o〃〃c8α〃68刎∫｛〃2∫5，Fa111965。
　（6）　工Baumol，Business　Behavior，Value　and　Growth，1967，p．49
　企業の利潤追求ぱ，資本主義経済のもとで活動しているprivateな企業に
とって，宿命的な任務であり，そのため企業の経営幹部をはじめとする多くの
企業構成員は，非倫理的行動にはしりやすいが，今日ではそのような行為が黙
　工4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
認されない場合が多い。すなわち企業行動の倫理性が重要となっている。この
場合のr倫理性」という概念は，r人間の行動の原則に適合していること，慣
用法に従えぼ，倫理的（ethical），道徳的（mo・al），善（good），公正（right），
正義（just），正直（h㎝est）と多かれ少なかれ同意語である」。ωまた，r倫理
的であることは，理性に応じて行動することであり，非倫理的行為は，非理性
的（un・easonable）であると考えられよう」。＝2〕
　倫理的行動のひとつの見方ないし定義として，キリスト教の黄金律（golden
mle）に従って行動するということが倫理的であるということも言われている。
黄金律とは，マタイ伝7：12の教訓で，r通俗には‘DOt00thersasyouwou1d
bedoneby’などと簡約される」｛3〕と説明されている。また，マタイ伝7：12
には，「さらば，すべての人にたさんと欲することを，汝も人にたせ。なぜな
ら，これが法であり，予言であるからである。」と書かれている。R・ポゥム
ハート（Baumhart，S．J）は，この黄金律を企業の指導原理としているところ
の例として，η舳の1965年6月25日号の記事によってサムソナイト杜を挙
げている。＝4〕同記割こよれば，サムソナイト杜は，その15，OOO（当時）のリテ
ーラーと，黄金律にそって，取引きしている。すなわち，そのリテーラーたち
は，（1）サムソナイト杜の製品を40％のマークアップをふくむリスト・プライス
で販売することを要求される。（2）またそのリテーラーたちは，同杜のセールス
・マンによって，いかなるラギッジを購入し，いかにディスブレイするか指示
され，もしそのアドバイスが間違っていたら，補償される。（3）リテーラーたち
のクラークのトレーニソクを援助する。　　このよう恋黄金律による企業行動
は，企業行動のあり方に対するひとつのモデルになるであろう。
　R・ボゥムハートの調査によれぼ，ある企業の倫理的意識は，その企業のト
ップ・マネジメソトの価値観によっても影響を受げるのである。トップ・マネ
ジメソトあるいは組織の上位老は，下位者にプレッシャーを与えることによ
り，下位老の行動に影響を与えることができる。J・C・ガニイ（Ganey）判
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事は，電機産業の反トラスト裁判において，証拠がないにもかかわらず，被告
企業のトップ・マネジメントを批難している。㈲　またR・ポゥムハートも，㈹
企業が大規模になり，分権化し，多国籍化して，トヅプ・マネジメソトがその
企業の不正行為に気がつかなくなったならば，その企業は大きくなりすぎてい
ると述べている。つまり，そのトヅプ・マネジメントは，大規模化しすぎて，
適切な管理ができないという無責任さに対して割裁を受けるべきで，「大規模
化」そのものがトッブ・マネジメントの監督不行届に対するジスティフィケー
ションにならないのである。また，R・ボゥムハートは，大企業（従業員1，000
人から10，000人以上）と小企業（従業員50人以下）との倫理性を比較して，最
も倫理的でありえ，また最も非倫理的でありえるのは小企業であると指摘して
いる。ωそれは，リーダーシップのとり方いかんによって，倫理的にも，非倫
理的にもなりうるからである。そして，R・ボゥムハートは，大企業よりも小
企業が倫理的でありうる理由として，リーダーシヅプの問題のほかに次の3つ
のことを挙げている。
　1．コミュニケーショソの正確性。すなわち，コミュニケーショソの回路が比
較的簡単なため，メッセージが正確に伝達される可能性が大きく，それぞれの
意思決定老は，情報を正しく受けとることができる。2．マネジャーは，自分の
部下に自分が関心をもっているということを示すのに容易である。小企業では，
パーソナルな関係が生じやすく，そこから，従業員は，個人としての責任感を
もつようになる傾向がある。他方，大企業では，個人は無名のままあつかわ
れ，責任感が生じないケースが多い。「無名性はアノミーをもたらしうる（Am－
nymity　can　lead　to　ammie）」（R・ボゥムハート）。3一企業の経営行動に対し
て，企業外部からチェックしやすい。すなわち，株主やその地域のコミュニテ
ィの人糸は，小企業に対しては，清報も得られやすいし，フ㌧ツシャーもかけ
やすいと言える。巨犬企業の行動をチェックするのは，困難である。
　また，逆に大企業が小企業よりも倫理的に行動しうる場合もある。すなわ
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ち，犬企業は充分な資本をもっているので，倒産か，それとも非倫理的行為を
なして収益をあげ，倒産をまぬかれるか，というジレンマにおちいる可能性が
少ない。さらに，犬企業には，専門経営著やプロフェショナルた従業員がいる
ので，かれらが，専門家としてのインティグリティをもって行動することによ
り，当該企業の倫理基準が高まりうるケースもある。
　ある企業の行動は，その業界の競争の度合によっても影響される。価格競争
にしろ，非価格競争にしろ，また寡占的競争にしろ，独占的競争にしろ，競争
の存在は，企業行動のパターソをある程度規定Lうるのである。競争制隈的市　・
場構造においては，企業は，非倫理的行動をとりやすいであろう。R・ボゥム
ハートによれば，ある業界の倫理実践（ethical　practices）に，最も重要な影響を
与えるのは，競争である。帽1かれの調査は，ある点（競争の倫理的最適点the
ethica1optimum　of　competitionと呼ばれる）を越えると，競争が増加する
につれて，非倫理的行為も増加する，ということを示している。
非常に
多い
　　　　　　　倫　　　　　　　理　　　　　　　襲
茎簗穰　　蓑
　　　　　　　　　　0　　　　　競争の量　　　　　　　非常に多い
　上図において，R・ボゥムハートは，倫理的最適点よりも左の部分において
は，それほど過度の非倫理的行為がなされず，競争がはげしくなるに従って，
一層非倫理的になる，ということを示している。わが国でも，競争がはげしい
業界においては，不法カルテルや独占禁止法（「私的独占の禁止及び公正取引
の確保に関する法律）」によって禁止されている各種行為がおこなわれやすい。
また，独占禁止法の第6章に規定されている各種の適用除外の条項においても，
再飯売価格維持制度や合理化カルテル，不況カルテルが条件付きで容認されて
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いるが，競争のはげしい業界ほどこの種の共同行為にはしりやすいといえよう。
勿論，競争は，一国の業界内だけに限られていない。代替効果の通用する各業
界も相互に競合するであろうし，また同一産業においても，外国企業との国際
競争があろう。しかしR・ボゥムハートのイソタビューのコソテソツ・アナリ
シスによれぼ，被調査者が最も関心をもっているのは，同一産業内の他企業と
の競争であり，次に売上高一般の競争となっている。また，それでこそ，前述
の独占禁止法の適用除外の各種条項が意味をもってくるのであろう。
　ある行為の合法性と倫理性が，かならずしも一致するとはかぎらない。そし
て，企業行動たいし集団による経済行為は，既存の法律によってはカバーしき
れない方向へと展開される場合が多い。各種企業における環境破壊や投機的な
土地買占めや株式取得は，杜会全体の福祉に大きな負の影響をおよぼしてい
る。それらの企業行動は，非倫理的あるいは反杜会的といわれている。そし
て，それらの反杜会的企業は，政府関係金融機関（日本輸出入銀行，日本開発
銀行，海外経済協力基金など）からの融資が停止されるという罰則を受けるよ
うになっている。つまり，現代の企業は，国際的にも，国内的にも，その時代
にあったモラル・コードによって，企業戦略を樹立していくことが要請されて
いるのである。もし，そのモラノレ・コードに従って行動できないときは，新し
い法葎が制定され，杜会のシステムが変化する。政府と企業との関係も，政治
文化が近代化しているところでは，企業行動が反杜会帥こなるに従って，企業
の意思決定およびその執行に政府が介入してくる。また，企業と行政機関の癒
着が問題となってくる。とくに，わが国のように，主要な産業が国家の保護育
成によって発達したところでは，何か間題が生じると，国家が介入してくる傾
向にある。企業がゲームのルールを守らねぼ，誰かがレフリーとLての役割を
はたす必要があり，それが行政機関であれ，私的な機関であれ，その結果，企
業行動に制約が加えられるのである。
　要するに，企業行動の倫理性は，企業の経済的側面，杜会的側面，技術的側
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19
面のすべての側面に関係している。不当な方法による利潤獲得やマーケヅト・
シェアの拡犬，人問性の疎外そして公害などのような現象は，企業の経営倫理
がきわめて不完全であることを示しているといえよう。現代企業が直面してい
るこれらの問題は，今目の人々の倫理観そして価値観への充分な理解があって
はじめて，解決されるものであろう。
注（ユ）Paymond　Baumhart，S．J、，励肋∫加肋曲㈱Half，Rinehart　a口d　Winsto皿，
　　1968．
　（2）　Ibid・，p．15．
　（3）　「新芙和大辞典」研究社，1960年。また、マタイ伝19：19「隣人をおのれの如く
　　愛せよ」も黄金律といわれている。
　（4）η伽，Jme25．1965．Samsonite杜は，世界最大の旅行カパソのメーカーである。
　　わカミ国でもライセソス企業として工一ス杜㈱が製作している。
　（5）　Ibid．，p．88．
　（6）　Ibid”p・88・
　（7）　Ibid．，p．112．
　（8）　Ibid。，p．121．
5
　以上において論及した企業行動の杜会的責任および倫理性の問題は，どの時
代にもそれ相応の関心を集めてきたが，1930年代の世界的不況の時代からより
薪しい注目を浴びてきた。そのことは，例えば，夜警国家あるいは安価な政府
からケイソジニアン・エコノミクスを採用する巨大霞家へと企業が活動する舞
台が変化し，労働組合が大きな力をもつようになってきた。ということによっ
ても明らかであろう。そして，今日では，さらに消費著運動や反公害運動そし
て福祉国家への志向などの高まりのなかで，企業は一層の杜会的責任を間われ
ているといっても遇言ではない。また，国内のみたらず，国際的にも，例えば
先進諾国の多国籍企業が開発途上国においてなす行動にも関心が集められてい
る。被投資国の国家主権と多国籍企業との利害が衝突し，多国籍企業の経営戦
略が変更せざるをえないケースも生じてきている。
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　このような状況に対して，マネジメント・セオリストは，さまざまな見解を
発表してきている。例えば，日本経営学会においても，第46回大会（昭和47年
10月22日一22目，近畿大学）の統一論題はr経営と環境」であり，ωアメリカ
合衆国では，昭和45年の第30回経営学会（Thirtieth　Amual　Meeti㎎Academy
of　Manage皿ent，San　Diego，Califomia，A㎎ust23－26．1970）で，企業の杜会的
責任の問題が犬きくとりあげられた。そして，今では企業と杜会との関係の研
究がマネジメント・セオリストの主要関心事となっている。
　このように企業と杜会および企業の杜会的責任に関する研究が数多く発表さ
れてきているが，若干の例外をのぞげば，その体系的研究は，未だ充分ではな
いといえよう。それゆえ，今日の経営理論の現状からしては，企業と杜会との
関係および企業の杜会的責任に関するバラダイム（paradigm）構築は，困難で
あると言えよう。すなわち上述の分野における経営理論の現状は，T・S・ク
ーソ（K11hn）のいうプレパラダイマティク・ステージ（prepa閉digmaticstage）
にあるといえよう。②T・S・クーソによれば，　このステージは，ラソダムな
r事実」の集積の段階であり，そのr事実」も多様に解釈されてLまうのであ
る。また，パラダイムとは，科学的研究のある分野に組織と方向を与えるある
パター：■もLくはフレームである。一3〕さらに，R・ホルト（H01t）とJ・リチ
ャードソソ（Richards㎝，Jr。）は，パラダイムを以下に述べるように，いくつ
かの要素にわげて解説Lている。すなわち，バラダイムの第一の要素は，概念
的要素（cOnceptua1element）である。パラダイムの概念的要素とは，パラダ
イムが経験的調査に焦点を与える概念（c㎝・ept）を含んでいるということを意
味している。R・ホルトとJ・リチャードソソによれぼ，パラダイムの中にあ
る概念は，その概念が真か偽かによって批判されるのではなく，その概念の理
論構成上の効用（utility）の度合に基づいて批判されるのである。例えば，「企
業の杜会的責任」が実在するかどうかよりも，そのような概念がいかに有用か
ということに関心が向げられねばならない。
　20
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　パラダイムの第二の要素は，理論的要素（theOretical　e1ement）である。この
場合の理論（theo町）とは，演緯的に結びつけられた命題のセットであり，命
題（prOpositi㎝）とは，公理（axio㎜）か定理（theOrem）である。公理ぱ，よ
り犬きなセットである定理よりも先にある有限の独立の，コソシスタソト放，
命題であり，そして，公理ぱその真実性が（少なくとも当分の聞は）当然のこ
ととされる経験的法貝uである。定理は，公理から演緯され，定理が検証される
と，公理も確認される。す凌わちこのパラダイムの第二の要素は，パラダイム
が理論をもっているということである。そして，その理論は，真か偽か検証さ
れるのである。パラダイムの第三の要素は，解釈の法則（mle　of　interpretatiOn）
である。その法則に従って，われわれの言葉のなかのいかなる言明（Statement）
が観察可能な現象を記述するか，そしていかなる観察がある理論の予測の正誤
を確定するであろうか，という間題が決定される。パラダイムの第4の要素は，
そのパラダイムを受け入れる研究老が解くに価するバズル（puz・les）を提起す
るということである。バズルの本質は，その解答が存在しているということで
ある。そして，そのパズルの解答がそのバラダイムによって定義された一般的
な前提のセヅトと解釈のルールから導出されたものでなげればならない（導出
可能性基準）。第5の要素は，存在論的一予蕎的要素（ontOloglc－predlct1ve　ele－
ment）であり，この要素によって，もしパラダイムが充分に明確化された場合，
その概念的要素と理論的要素とがいかなる型をとるかが示唆され，潜在的に解
決可能なパズルのセットの箆界が，大まかではあるが，定義される。
　以上において，T・S・クーンのパラダイム論をR・ホルトとJ・リチャー
ドソソの解説に従って述べた。ωこのパラダイム論をr企業の杜会的責任」の
理論構築にあてはめてみると，その場合にはパラダイムの第4の要索であるパ
ズルがたいので，バラダイムができない。またT・S・クーソのいうr通常科
学（noma1science）」は，一般的に合意されたパラダイム内での研究を意味す
るので，バラダイム化できたい認識対象は，「通常科学」のなかには入れられ
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ないことになる。そこで，経営学がr通常科学」への道を歩むかぎり，r企業
の杜会的責任」論が軽視されてしまうであろう。R・ホルトとJ・リチヤード
ソソが政治学の分野ではベトナムでのr名誉ある平和」とか「都市の衰退を防
止する」という一般に合意される解答が困難で，かつ倫理的色彩のある間題は，
まれにしか科学者としての政治学者の関心を引かないと述べるとき，同じこと
が経営学の分野にもあてはまるといえよう。すなわち，「企業の杜会的責任」
の問題は，倫理的色彩が濃いので，科学者としての経営学者（management
SCientiSt　qua　SCi㎝tiSt）の研究対象になりえなくなる。しかし，現実に「企業
の杜会的責任」の問題が，実務界のみならず学界でも注目をあびているとき，
それがパラダイム化できないという理由でもって，その問題を回避できないで
あろう。それゆえ，経営学が，今目の状況においてリレバソトであろうとすれ
ば一それが小稿の前提である一，T・S・クーソのかなり純粋科学的でか
つ客観的な「パラダイム」論は，経営学においては充分導入することぱできず，
斯学は，今後ともかなり長期にわたり，プレバラダイマティク・ステージに留
まらざるをえないであろう。そして，残された道は，応用科学ないし政策科学
としての経営学である。純粋科学としての経営学の認識対象の範囲と有効性は，
隈られたものであり，期学に対する今日の要求に答えられないであろう。以上，
小稿を終えるにあたって，若干の方法論的反省を試みた。
注（1）また，高田馨「経営の目的と責任」（日本生産性本部，昭和45年）のような体系
　　的研究も出現Lている。さらに，「組織科挙」（1973年10月号）所載の影山喜一「組
　　織の病理と杜会的責任一フィードバヅクをはぱむふたつの壁一」と佐々木恒男
　　「企業の杜会的責任に関する文鰍」とが，この問題を考えるのに役立っ。
　（2）Tho血as　Kuhn，丁加8肋κ肋焔ゲ8o｛舳ま抜εRωo肋伽らChicago　Univ・Press，
　　1962，中山茂訳「科学革命の構造」みすず脅房，1971年。
　（3）R　Holt　and　J　M　Richardson，Competmg　Paradlgms　m　Comparatlve
　　Po1itics，in　R．T．Ho1t　and　J・Turner，（ed・）丁肋〃6励o601o紗qブCo刎ヵ〃励加2
　　灰2搬ακゐ，The　Free　Press，ユ970．
　（4）R・ホルトとJ・M・リチャードソ：／は，T・S・クーソの自然科学に偏向して
　　いる科学の哲挙論を，杜会科掌としての政治挙に適用している。
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